
議案第３４号 

令和８年度岩倉市公共下水道事業会計予算 

（総則） 

第１条 令和８年度岩倉市公共下水道事業会計予算は、次に定めるところ

による。 

 （業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

 (1) 接続戸数                  １１，３００ 戸 

(2) 年間総排水量             ３，９１３，０００  

(3) 一日平均排水量               １０，７００  

 (4) 主要な建設改良事業 

  イ 管渠整備 φ２００ Ｌ＝２，８９５ｍ 

  ４６２，０４２千円 

 ロ 流域下水道建設負担金            ６１，３８５千円 

 （収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

 収入 第１款 下水道事業収益       １，１３８，９６８千円 

     第１項 営業収益           ３９３，１３８千円 

     第２項 営業外収益          ７３１，８２８千円 

     第３項 特別利益            １４，００２千円 

 支出 第１款 下水道事業費用       １，０４４，２４９千円 

     第１項 営業費用           ９３３，５０７千円 

     第２項 営業外費用          １１０，５４１千円 

     第３項 特別損失                 １千円 

     第４項 予備費                ２００千円 

 （資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収   

 入額が資本的支出額に対し不足する額１５２，８３３千円は、当年度分

損益勘定留保資金１３４，８２８千円及び当年度分消費税及び地方消費

税資本的収支調整額１８，００５千円で補 するものとする。） 

 収入 第１款 資本的収入         １，１５５，９９７千円 

     第１項 分担金及び負担金        ２０，９５５千円 

     第２項 国庫補助金          ２３１，８００千円 

     第３項 県補助金                 １千円 

     第４項 他会計補助金         ３５６，９４１千円 



     第５項 企業債            ５４６，３００千円 

 支出 第１款 資本的支出         １，３０８，８３０千円 

     第１項 建設改良費          ８７０，５４６千円 

     第２項 企業債償還金         ４３８，２８４千円 

 （企業債） 

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次の

とおりと定める。 

（単位：千円） 

起債の目的 限度額 起債の方法 利 率 償還の方法 

流域 

下水道事業 61,200

普通貸借 

又は 

証券発行 

5.6％以内 

（ただし、利率見直し

方式で借り入れる政

府資金及び地方公共

団体金融機構資金に

ついて、利率の見直し

を行った後において

は、当該利率見直し後

の利率） 

  据置期間を含めて 40 年

以内に償還するものとす

る。 

ただし、借入先の融通条

件に従う。なお、必要に応

じ、据置期間及び償還期間

を短縮し、又は繰上償還若

しくは低利債に借換えす

ることができる。 

公共 

下水道事業 
485,100

（一時借入金） 

第６条 一時借入金の限度額は、５００，０００千円と定める。 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次

のとおりと定める。 

 (1) 予定支出の各項の経費及び各項の間の経費 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費  

 の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合 

 は、議会の議決を経なければならない。 

 (1) 職員給与費                 ４９，４０３千円 

（他会計からの補助金） 

第９条 公共下水道事業安定のため岩倉市一般会計からこの会計へ補助を

受ける金額は、６９７，１４８千円である。 

  令和８年２月２７日提出 

                 岩倉市長 久 保 田 桂 朗   



収益的収入 （ 単位： 千円）

款 項 目 予 定 額 備 考

1 下水道事業収益 1, 138, 968

1 営業収益 393, 138

1 下水道使用料 354, 926

2 他会計負担金 38, 201

4 その他営業収益 11

2 営業外収益 731, 828

1 受取利息及び配当金 1

2 他会計補助金 340, 207

3 補助金 19, 100

4 長期前受金戻入 367, 998

6 雑収益 222

7 消費税及び地方消費税還付金 4, 300

3 特別利益 14, 002

1 固定資産売却益 1

2 過年度損益修正益 1

3 その他特別利益 14, 000

収益的支出 （ 単位： 千円）

款 項 目 予 定 額 備 考

1 下水道事業費用 1, 044, 249

1 営業費用 933, 507

1 汚水管渠費 54, 632

2 雨水施設費 1, 272

4 流域下水道費 298, 660

5 総係費 76, 108

6 減価償却費 502, 826

7 資産減耗費 9

2 営業外費用 110, 541

1 支払利息及び企業債取扱諸費 110, 540

3 雑支出 1

3 特別損失 1

1 過年度損益修正損 1

4 予備費 200

1 予備費 200

令和８年度　岩倉市公共下水道事業会計　予算実施計画

公共下水道事業会計



資本的収入 （ 単位： 千円）

款 項 目 予 定 額 備 考

1 資本的収入 1, 155, 997

1 分担金及び負担金 20, 955

2 負担金 20, 955

2 国庫補助金 231, 800

1 国庫補助金 231, 800

3 県補助金 1

1 県補助金 1

4 他会計補助金 356, 941

1 他会計補助金 356, 941

5 企業債 546, 300

1 下水道事業債 546, 300

資本的支出 （ 単位： 千円）

款 項 目 予 定 額 備 考

1 資本的支出 1, 308, 830

1 建設改良費 870, 546

1 汚水管渠整備費 781, 836

3 流域下水道事業費 61, 385

4 総係費 27, 325

2 企業債償還金 438, 284

1 企業債償還金 438, 284

公共下水道事業会計



（ 単位： 千円）

1業務活動によるキャッシュ・ フロー

当年度純利益　（ △は純損失） 70, 001

減価償却費 502, 826

固定資産除却費 9

貸倒引当金の増減額　（ △は減少） 277

賞与引当金の増減額　（ △は減少） △ 1, 286

長期前受金戻入額 △ 367, 998

受取利息及び受取配当金 △ 1

支払利息 110, 540

未収金の増減額　（ △は増加） △ 7, 860

未払金の増減額　（ △は減少） 9, 310

その他の増減額　（ △は減少） △ 45, 344

　　小　　計 270, 474

利息及び配当金の受取額 1

利息の支払額 △ 110, 540

業務活動によるキャッシュ・ フロー 159, 935

2投資活動によるキャッシュ・ フロー

有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出 △ 823, 691

国庫補助金等による収入 231, 801

負担金等による収入 20, 955

一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 356, 941

投資活動によるキャッシュ・ フロー △ 213, 994

3財務活動によるキャッシュ・ フロー

建設改良企業債による収入 569, 300

建設改良企業債の償還による支出 △ 438, 284

財務活動によるキャッシュ・ フロー 131, 016

資金増加額　（ △は減少） 76, 957

資金期首残高 78, 942

資金期末残高 155, 899

令和８年度　岩倉市公共下水道事業会計　予定キャッシュ・ フロー計算書

（ 令和8年4月1日から令和9年3月31日まで）

公共下水道事業会計



給  与  費  明  細  書

１　一般職

（ １）  総　括

比　　　較 0 － － －

本　年　度 10 － － －

前　年　度 10 － － －

区　　分
特殊勤務手当 休日勤務手当 夜間勤務手当 児童手当

（ 千円） （ 千円） （ 千円） （ 千円）

前　年　度 781 2, 150 － 7, 109

比　　　較 132 300 － 858

（ 千円） （ 千円） （ 千円） （ 千円）

913 2, 450 － 7, 967

比　　　較 － 170 54 318

期末勤勉手当
区　　分

通勤手当 時間外勤務手当

本　年　度 － 1, 785 780 318

手　当　の
内　　　訳

区　　分
管理職手当 地域手当 扶養手当

管理職員特別勤務手当

本　年　度

△1, 004

743 1, 930

前　年　度 － 1, 615 726 0

1, 832 1, 187

住居手当

（ 千円） （ 千円） （ 千円） （ 千円）

2, 302 632 2, 934

資本勘定
支弁職員

0 － △1, 334 219 △1, 115 111

比

較

損益勘定
支弁職員

0 169 520 1, 613

合　計 0 169 △814

21, 213

合　計 7 2, 271 22, 333 12, 391 36, 995 10, 478 47, 473

20, 461 5, 799 26, 260

資本勘定
支弁職員

3 － 10, 540 5, 994 16, 534 4, 679

前

年

度

損益勘定
支弁職員

4 2, 271 11, 793 6, 397

20, 209

合　計 7 2, 440 21, 519 14, 223 38, 182 11, 221 49, 403

22, 763 6, 431 29, 194

資本勘定
支弁職員

3 － 9, 206 6, 213 15, 419 4, 790

本

年

度

損益勘定
支弁職員

4 2, 440 12, 313 8, 010

法定福利費 合　計

（ 人） （ 千円） （ 千円） （ 千円） （ 千円） （ 千円） （ 千円）

区　　分

給　　与　　費

職員数 報酬 給料 手当 計

公共下水道事業会計



ア　会計年度任用職員以外の職員

比　　　較 0 － － －

本　年　度 10 － － －

前　年　度 10 － － －

区　　分
特殊勤務手当 休日勤務手当 夜間勤務手当 児童手当

（ 千円） （ 千円） （ 千円） （ 千円）

前　年　度 781 2, 150 － 6, 485

比　　　較 132 300 － 827

（ 千円） （ 千円） （ 千円） （ 千円）

913 2, 450 － 7, 312

比　　　較 － 170 54 318

期末勤勉手当
区　　分

通勤手当 時間外勤務手当

本　年　度 － 1, 785 780 318

手　当　の
内　　　訳

区　　分
管理職手当 地域手当 扶養手当

管理職員特別勤務手当

本　年　度

△1, 004

739 1, 726

前　年　度 － 1, 615 726 0

1, 801 987

住居手当

（ 千円） （ 千円） （ 千円） （ 千円）

2, 102 628 2, 730

資本勘定
支弁職員

0 － △1, 334 219 △1, 115 111

比

較

損益勘定
支弁職員

0 － 520 1, 582

合　計 0 － △814

21, 213

合　計 6 － 22, 333 11, 767 34, 100 9, 961 44, 061

17, 566 5, 282 22, 848

資本勘定
支弁職員

3 － 10, 540 5, 994 16, 534 4, 679

前

年

度

損益勘定
支弁職員

3 － 11, 793 5, 773

20, 209

合　計 6 － 21, 519 13, 568 35, 087 10, 700 45, 787

19, 668 5, 910 25, 578

資本勘定
支弁職員

3 － 9, 206 6, 213 15, 419 4, 790

本

年

度

損益勘定
支弁職員

3 － 12, 313 7, 355

合　計

（ 人） （ 千円） （ 千円） （ 千円） （ 千円） （ 千円） （ 千円）

職員数 報酬 給料 手当 計 法定福利費区　　分

給　　与　　費

公共下水道事業会計



イ　会計年度任用職員

比　　　較 － － － －

手　当　の
内　　　訳

区　　分
管理職手当

本　年　度 － － － －

前　年　度 － － － －

区　　分
特殊勤務手当 休日勤務手当 夜間勤務手当 児童手当

（ 千円） （ 千円） （ 千円） （ 千円）

前　年　度 － － － 624

比　　　較 － － － 31

（ 千円） （ 千円） （ 千円） （ 千円）

本　年　度 － － － 655

比　　　較 － － － －

区　　分
通勤手当 時間外勤務手当 管理職員特別勤務手当 期末勤勉手当

本　年　度 － － － －

前　年　度 － － － －

地域手当 扶養手当 住居手当

（ 千円） （ 千円） （ 千円） （ 千円）

－

合　計 0 169 － 31 200 4 204

200 4 204

資本勘定
支弁職員

－ － － － － －

比

較

損益勘定
支弁職員

0 169 － 31

－

合　計 1 2, 271 － 624 2, 895 517 3, 412

2, 895 517 3, 412

資本勘定
支弁職員

－ － － － － －

前

年

度

損益勘定
支弁職員

1 2, 271 － 624

－

合　計 1 2, 440 － 655 3, 095 521 3, 616

3, 095 521 3, 616

資本勘定
支弁職員

－ － － － － －

本

年

度

損益勘定
支弁職員

1 2, 440 － 655

合　計

（ 人） （ 千円） （ 千円） （ 千円） （ 千円） （ 千円） （ 千円）

職員数 報酬 給料 手当 計 法定福利費区　　分

給　　与　　費

公共下水道事業会計



（ ２）  報酬、給料及び手当の増減額の明細

令和７年12月改定

　改定率　平均7. 5％

平均昇給率

令和７年12月改定

　改定率　平均 3. 3％

（ ３）  給料及び手当の状況（ 会計年度任用職員を除く 。）

ア　職員１人当たり給与

一般行政職

令和7年1月1日現在 平均給与月額（ 円） 356, 662

平 均 年 齢（ 歳） 38. 06

平 均 年 齢（ 歳） 40. 05

平均給料月額（ 円） 307, 033

区　　　　　　分

平均給料月額（ 円） 298, 013

令和8年1月1日現在 平均給与月額（ 円） 334, 746

手当 1, 832その他の増減分 1, 832
その他の調整
に係る増減分

給料 △814
給与改正に伴
う増減分

628
給与改正に伴
う増減分

△1, 674
その他の調整
に係る増減分

その他の増減分

1. 19%昇給に伴う増
加分

232
昇給に伴う増
加分

報酬

千円
給与改正に伴
う増減分

千円
給与改正に伴
う増減分169 169

区　分 増減額 増減事由別内訳 説　明 備　考

公共下水道事業会計



イ　初任給

ウ　級別職員数

（ 級別の基準となる職務）

主事 主事補

3級 2級 1級

一般行政職
部長
専門監

課長
専門員

主幹 統括主査 主査 主任

区　分 8級 7級 6級 5級 4級

１ 級
1 16. 7

計
6 100. 0

３  級
4 66. 6

２  級
－ －

５ 級
1 16. 7

４  級
－ －

－

６ 級
－ －

令和7年1月1日現在

８ 級
－ －

７ 級
－

１ 級
－ －

計
6 100. 0

３  級
4 66. 6

２  級
1 16. 7

５  級
1 16. 7

４  級
－ －

－

６ 級
－ －

令和8年1月1日現在

８ 級
－ －

７ 級
－

大 学 卒 237, 600 232, 000

区　　分
一般行政職

級 職員数（ 人） 構成比（ ％）

区　　分 一般行政職（ 円）
国 の 制 度

一般行政職（ 円）

高 校 卒 206, 700 200, 300

公共下水道事業会計



エ　昇給

職員数 （ Ａ） （ 人）

昇給に係る職員数 （ Ｂ） （ 人）

1号給（ 人）

2号給（ 人）

3号給（ 人）

4号給（ 人）

比　率　（ Ｂ） ／（ Ａ） （ ％）

職員数 （ Ａ） （ 人）

昇給に係る職員数 （ Ｂ） （ 人）

1号給（ 人）

2号給（ 人）

3号給（ 人）

4号給（ 人）

比　率　（ Ｂ） ／（ Ａ） （ ％）

オ　期末手当・ 勤勉手当

[(給料+扶養手当+地域手当)+

(給料+地域手当)×加算率]

×期別支給率×在職期間別割合

＊勤勉手当の算定基礎からは扶養手当を除く

カ　定年退職及び早期応募退職に係る退職手当

20年勤続の者25年勤続の者35年勤続の者 最高限度

（ 月分） （ 月分） （ 月分） （ 月分）

定年前早期退職特例措置

定年前1年につき3％を上限とした割増

適用対象年齢の下限（ 定年前5年）

定年前早期退職特例措置

定年前1年につき3％を上限とした割増

適用対象年齢の下限（ 定年前15年）

キ　地域手当

国の制度との異同 同じ

支 給 率 8 （ ％） 支給対象職員数 6 （ 人）

国の制度
(支給率等)

24. 586875 33. 27075 47. 709 47. 709

その他の加算措置等

支給率等 24. 586875 33. 27075 47. 709 47. 709

国の制度 2. 325 2. 325 4. 65 有

区　分

有 （ 算定基礎）

前 年 度 2. 300 2. 300 4. 60 有

12月(月分) （ 月分）

本 年 度 2. 325 2. 325 4. 65

－

6

100. 0

区　分
支給期別支給率 支給率計  職制上の段階､

 職務の級等によ
る加算措置

備　　　　考
６月(月分)

100. 0

前

年

度

6

6

号給数別内訳

－

－

－

－

－

6

区 分 一般行政職

本

年

度

6

6

号給数別内訳

公共下水道事業会計



ク　特殊勤務手当

ケ　その他の手当

住居手当 同　じ

通勤手当 異なる

本市の制度 国の制度

１か月の支給上限額　71, 400円１か月の支給上限額　150, 000円

代表的な特殊勤務手当の名称 税務手当

区　分 国の制度との異同 差異の内容

扶養手当 同　じ

給料総額に対する比率（ ％） 0. 05 0. 05

支給対象職員の比率　（ ％）
100. 0 100. 0

（ 令和8年1月1日現在）

区 分 一般行政職
国 の 制 度

一般行政職

公共下水道事業会計



（ 単位： 千円）

1

(1)

イ 構 築 物 19, 195, 316

減 価 償 却 累 計 額 △3, 238, 904 15, 956, 412

ロ 機 械 及 び 装 置 85, 461

減 価 償 却 累 計 額 △29, 867 55, 594

ハ 工具、 器具及び備品 1, 135

減 価 償 却 累 計 額 △1, 079 56

有形固定資産合計 16, 012, 062

(2)

イ 施 設 利 用 権 811, 836

無形固定資産合計 811, 836

16, 823, 898

2

(1) 155, 899

(2) 67, 754

△1, 946 65, 808
221, 707

17, 045, 605

流 動 資 産

現 金 ・ 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金
流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

令和８年度　岩倉市公共下水道事業会計　予定貸借対照表

（ 令和9年3月31日）

 資　　産　　の　　部 
固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

（ 単位： 千円）

3

(1) 7, 018, 828

7, 018, 828

4

(1) 420, 830

(2) 210, 694

(3) 421

(4) 4, 111

636, 056

5

(1) 9, 714, 765

(2) △2, 594, 981

7, 119, 784

14, 774, 668

6

(1) 1, 978, 614

1, 978, 614

7

(1)

イ 当年度未処分利益剰余金 292, 323

292, 323

2, 270, 937

17, 045, 605

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資 本 金

資 本 金

資 本 金 合 計

剰 余 金

利 益 剰 余 金

 資　　本　　の　　部 

流 動 負 債

企 業 債

未 払 金

引 当 金

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

長期前受金収益化累計額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

未 払 費 用

固 定 負 債 合 計

 負　　債　　の　　部 
固 定 負 債

企 業 債

公共下水道事業会計



Ⅰ　重要な会計方針に係る事項に関する注記

1 固定資産の減価償却の方法

　(1)有形固定資産

・ 減価償却の方法

　　定額法による

・ 主な耐用年数

　  構築物　50年

　   機械及び装置　10～20年

　   工具器具及び備品　4～5年

　(2)無形固定資産

・ 減価償却の方法

　　定額法による

・ 主な耐用年数

　 施設利用権　45年

2 引当金の計上方法

　(1)賞与引当金

  職員の期末手当、勤勉手当及びそれらに係る法定福利費の支給に備えるため、当年度末にお

ける支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

　 (2)貸倒引当金

  債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。

　 (3)退職給付引当金

　職員の退職手当は、愛知県市町村職員退職手当組合に、その支給をするために要する費用を

毎月退職手当負担金として負担しているため、退職給付引当金は計上していない。

3 消費税及び地方消費税の会計処理

  消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式によっている。

Ⅱ　予定貸借対照表等関連

　貸借対照表に計上されている企業債（ 当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還

予定のものも含む） のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は4, 328, 393千円である。

Ⅲ　その他の注記

賞与引当金の目的使用による取り崩し

　当事業年度において、期末勤勉手当及びそれに係る法定福利費を支給するため、賞与引当金　

3, 804千円を使用する。

注　記　表

公共下水道事業会計



（ 単位： 千円）

1

(1)

イ 構 築 物 18, 431, 951

減 価 償 却 累 計 額 △2, 779, 239 15, 652, 712

ロ 機 械 及 び 装 置 79, 356

減 価 償 却 累 計 額 △24, 215 55, 141

ハ 工具、 器具及び備品 1, 135

減 価 償 却 累 計 額 △1, 079 56

有形固定資産合計 15, 707, 909

(2)

イ 施 設 利 用 権 793, 540

無形固定資産合計 793, 540

16, 501, 449

2

(1) 78, 943

(2) 59, 894

△1, 669 58, 225
137, 168

16, 638, 617

流 動 資 産

現 金 ・ 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金
流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

令和７年度　岩倉市公共下水道事業会計　予定貸借対照表

（ 令和8年3月31日）

 資　　産　　の　　部 
固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

（ 単位： 千円）

3

(1) 6, 870, 359

6, 870, 359

4

(1) 438, 284

(2) 201, 430

(3) 375

(4) 3, 804

643, 893

5

(1) 9, 150, 412

(2) △2, 226, 983

6, 923, 429

14, 437, 681

6

(1) 1, 978, 614

1, 978, 614

7

(1)

イ 当年度未処分利益剰余金 222, 322

222, 322

2, 200, 936

16, 638, 617

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資 本 金

資 本 金

資 本 金 合 計

剰 余 金

利 益 剰 余 金

 資　　本　　の　　部 

流 動 負 債

企 業 債

未 払 金

引 当 金

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

長期前受金収益化累計額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

未 払 費 用

固 定 負 債 合 計

 負　　債　　の　　部 
固 定 負 債

企 業 債

公共下水道事業会計



（ 単位： 千円）

1

(1) 下 水 道 使 用 料 307, 418

(2)  他 会 計 負 担 金 46, 722

(3) そ の 他 営 業 収 益 28 354, 168

2

(1) 汚 水 管 渠 費 12, 398

(2) 雨 水 施 設 費 12, 455

(3) 流 域 下 水 道 費 260, 648

(4) 総 係 費 69, 594

(5) 減 価 償 却 費 490, 607

(6) 資 産 減 耗 費 1 845, 703

491, 535

3

(1) 受 取 利 息 及 び 配 当 金 441

(2) 他 会 計 補 助 金 307, 267

(3) 補 助 金 1, 900

(4) 長 期 前 受 金 戻 入 358, 526

(5) 雑 収 益 1, 483 669, 617

4

(1) 支払利息及び企業債取扱諸費 96, 333

(2) 雑 支 出 23, 962 120, 295 549, 322

57, 787

5

(1) 固 定 資 産 売 却 益 1

(2) 過 年 度 損 益 修 正 益 1 2

6

(1) 過 年 度 損 益 修 正 損 1 1

57, 788

164, 534

222, 322当年度未処分利益剰余金

令和７年度　岩倉市公共下水道事業会計　予定損益計算書

(令和7年4月1日から令和8年3月31日まで)

営 業 収 益

営 業 費 用

営 業 損 失

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

公共下水道事業会計



収益的収入

4, 300 消費税及び地方消費税還付金　4, 300 1. 消費税及び地方消費税還付金

7.消費税及び地方消費税還付金 4, 300 4, 300 0

 6. 公共下水道事業受益者負担金相当額 220 公共下水道事業受益者負担金相当額　220

 7. その他雑収益 1その他雑収益　1

 4. 延滞金

6.雑収益 222 193 29

1 延滞金　1

4. 長期前受金戻入 367, 998 358, 526 9, 472

 7. 長期前受金戻入 367, 998 長期前受金戻入　367, 998

　ｽﾄｯｸﾏﾈｼ゙ ﾒﾝﾄ基本計画　19, 932, 000円×1/2≒9, 900, 000円

　管路施設耐震診断　18, 458, 000円×1/2≒9, 200, 000円

3. 補助金 19, 100 0 19, 100

 1. 国庫補助金 19, 100 防災・ 安全交付金　19, 100

 1. 他会計補助金

2.他会計補助金 340, 207 305, 195 35, 012

340, 207 他会計補助金　340, 207

 1. 受取利息 1預金利息　1

　普通預金利息　1, 000円

1. 受取利息及び配当金 1 1 0

2. 営業外収益 731, 828 668, 215 63, 613

 2. 手数料 10指定工事店指定手数料　10

 3. その他営業収益 1その他営業収益　1

　企業債償還利息　14, 632

4. その他営業収益 11 11 0

　雨水施設維持管理費　1, 272

　減価償却費　22, 297

 1. 他会計負担金

2.他会計負担金 38, 201 38, 916 △ 715

38, 201 他会計負担金　38, 201

1. 下水道使用料 354, 926 338, 160 16, 766

 1. 下水道使用料 354, 926 下水道使用料　354, 926

1. 営業収益 393, 138 377, 087 16, 051

1. 下水道事業収益 1, 138, 968 1, 045, 304 93, 664

令和８年度 岩倉市公共下水道事業会計 予算実施計画明細書

(単位 ：  千円)

節
説　　　　　明

予 定 額 予 定 額 区　　　分 金　　　額
款 項 目

本 年 度 前 年 度
比 較

公共下水道事業会計



収益的収入

 3. その他特別利益 14, 000 維持管理費余剰金返還金　14, 000

 1. 過年度損益修正益 1過年度損益修正益　1

3. その他特別利益 14, 000 0 14, 000

 1. 固定資産売却益 1固定資産売却益　1

2. 過年度損益修正益 1 1 0

3. 特別利益 14, 002 2 14, 000

1. 固定資産売却益 1 1 0

(単位 ：  千円)

款 項 目
本 年 度 前 年 度

比 較
節

説　　　　　明
予 定 額 予 定 額 区　　　分 金　　　額

公共下水道事業会計



収益的支出

　浄化槽転用　100, 000円×1件＝100, 000円

　雨水貯留槽新設　40, 000円×5件＝200, 000円

　岩倉北小学校ﾎ゚ ﾝﾌ゚ 点検業務　259, 600円

37. 補助金 300 雨水貯留施設等設置費補助金　300

　雨水調整池　電話料　123, 400円

19. 委託料 260 地下貯留施設ﾎ゚ ﾝﾌ゚ 点検業務委託料　260

　雨水調整池ﾎ゚ ﾝﾌ゚ 　電気料金　588, 000円

17. 通信運搬費 124 電話料　124

2. 雨水施設費 1, 272 865 407

15. 光熱水費 588 電気料金　588

36. 負担金 29管路施設点検・ 調査業務負担金　29

　下水道管路内部ｶﾒﾗ調査委託分　28, 600円

　下水道管路等修繕　2, 000, 000円

　ﾏﾝﾎー ﾙ修繕　6箇所　3, 597, 000円

管路施設耐震診断業務委託料　18, 458

23. 修繕費 5, 597 施設修繕　5, 597

ﾏﾝﾎー ﾙﾎ゚ ﾝﾌ゚ 維持管理委託料　4, 396

ｽﾄｯｸﾏﾈｼ゙ ﾒﾝﾄ基本計画策定業務委託料　19, 932

　ﾏﾝﾎー ﾙ内清掃　一式　434, 500円

下水道管路内部ｶﾒﾗ調査委託料　3, 266

下水道管渠清掃委託料　751

　管渠清掃　1, 436円×220ｍ＝315, 920円

　ﾏﾝﾎー ﾙﾎ゚ ﾝﾌ゚ 　電話料　38, 400円

19. 委託料 48, 163 水質調査委託料　1, 360

　ﾏﾝﾎー ﾙﾎ゚ ﾝﾌ゚ 　電気料金　804, 000円

17. 通信運搬費 39電話料　39

1. 汚水管渠費 54, 632 13, 639 40, 993

15. 光熱水費 804 電気料金　804

1. 下水道事業費用 1, 044, 249 961, 196 83, 053

1. 営業費用 933, 507 864, 460 69, 047

(単位 ：  千円)

款 項 目
本 年 度 前 年 度

比 較
節

説　　　　　明
予 定 額 予 定 額 区　　　分 金　　　額

公共下水道事業会計



収益的支出

保健経理　37

事務費　32

退職等年金負担金　146

経過的長期負担金　19

子ども・ 子育て支援金　30

厚生年金保険負担金　2, 716

 6. 法定福利費 6, 431 短期負担金　995

介護負担金　64

 5. 報酬 2, 440 報酬　2, 440

　会計年度任用職員報酬　1, 351円×7時間×5日×4. 3週×12月×1人=2, 439, 906円

 3. 賞与引当金繰入額 2, 518 職員分繰入額　2, 153

一般事務員分繰入額　365

期末勤勉手当　3, 888

一般事務員期末勤勉手当　655

特殊勤務手当　5

時間外勤務手当　1, 250

住居手当　318

通勤手当　403

 2. 手当 8, 010 扶養手当　468

地域手当　1, 023

 1. 給料 12, 313 一般職給料　12, 313

　3人分　12, 313, 000円

　資本費負担金　15, 068, 712円

5. 総係費 76, 108 70, 635 5, 473

五条川右岸流域下水道維持管理費等負担金　203, 559

　維持管理費負担金　87. 3円×2, 159, 100㎥＝188, 489, 430円

　維持管理費負担金　51. 2円×1, 754, 200㎥＝89, 815, 040円

　資本費負担金　5, 285, 249円

4. 流域下水道費 298, 660 288, 713 9, 947

 1. 維持管理負担金 298, 660 五条川左岸流域下水道維持管理費等負担金　95, 101

(単位 ：  千円)

款 項 目
本 年 度 前 年 度

比 較
節

説　　　　　明
予 定 額 予 定 額 区　　　分 金　　　額

公共下水道事業会計



収益的支出

企業会計ｼｽﾃﾑ保守委託料　264

　 ﾊ゚ ｯｹー ｼ゙ 保守　22, 000円×12月＝264, 000円

下水道台帳作成業務委託料　3, 916

　下水道台帳整備　Ｌ＝1. 8km

　下水道使用料収納事務負担金相当分　

　　上下水道負担分　86, 888円×54/180＝26, 066円

　一般収納業務　

　　310円×6期×11, 310件＝21, 036, 600円

　岩倉団地下水道管理業務　

　　489, 955円×1. 03×12月＝6, 055, 844円

　パンチ作業(区データ・ 集計データ)　297, 000円

下水道使用料収納事務委託料　27, 119

19. 委託料 31, 675 下水道統計電算業務委託料　352

　異動等処理費　27, 500円×2回＝55, 000円

17. 通信運搬費 10通信運搬費　10

　郵送料　10, 000円

16. 印刷製本費 44 　領収証書　550円×20冊＝11, 000円

　封筒（ 角2） 　22円×1, 500枚＝33, 000円

　　再生紙、日本下水道新聞等） 247, 683円

　ガス検知器　171, 600円

13. 備消品費 420 備消品費　420

　事務用消耗品費（ ﾚー ｻ゙ ﾌー゚ ﾘﾝﾀｲﾝｸｶー ﾄﾘｯｼ゙ 、

 8. 旅費 116 普通旅費　28

費用弁償　88

子ども・ 子育て拠出金　11

労働保険　31

共済短期負担金等　199

厚生年金　280

退職手当負担金　1, 847

互助会　24

(単位 ：  千円)

款 項 目
本 年 度 前 年 度

比 較
節

説　　　　　明
予 定 額 予 定 額 区　　　分 金　　　額

公共下水道事業会計



収益的支出

 2.無形固定資産減価償却費 37, 509 流域下水道施設利用権　37, 509

7. 資産減耗費 9 1 8

 1. 有形固定資産減価償却費 465, 317 構築物　459, 665

機械及び装置　5, 652

　下水道使用料　277, 000円

6. 減価償却費 502, 826 490, 607 12, 219

37. 補助金 20水洗化改造資金利子補給金　20

38. 貸倒引当金繰入額 277貸倒引当金繰入額　277

　　学識経験者　20, 000円×1人×1回×1/2＝10, 000円

　　その他委員　5, 000円×6人×1回×1/2＝15, 000円

　上下水道ｼｽﾃﾑ分　803, 000円

　審議会委員報酬分　25, 000円

上水道事業会計負担金　7, 083

　課長人件費分　6, 255, 000円

　部長人件費分　1, 686, 000円

　庁舎使用料分　2, 503, 000円

愛知県下水道協会負担金　7

一般会計負担金　4, 189

日本下水道協会負担金　119

中部地方下水道協会負担金　14

36. 負担金 11, 509 木曽川左岸庄内川流域下水道五条川左岸処理区協議会負担金　50

五条川右岸流域下水道推進協議会負担金　47

　管渠延長　690円×150km＝103, 500円

　貯留施設敷地面積　0. 69円×4, 333㎡＝2, 989円

32. 研修費 93下水道関係研修費　93

35. 保険料 107 賠償責任保険料　107

　5, 060円×12月＝60, 720円

21. 手数料 64振込等手数料　64

排水設備指定業者登録等事務委託料　24

20. 使用料 61 ｲﾝﾀー ﾈｯﾄﾊ゙ ﾝｷﾝｸ゙ 使用料　61

(単位 ：  千円)

款 項 目
本 年 度 前 年 度

比 較
節

説　　　　　明
予 定 額 予 定 額 区　　　分 金　　　額

公共下水道事業会計



収益的支出

 1. 予備費 200 予備費　200

4. 予備費 200 200 0

1. 予備費 200 200 0

1. 過年度損益修正損 1 1 0

 1. 過年度損益修正損 1過誤納金還付金　1

 2. その他雑支出 1その他雑支出　1

3. 特別損失 1 1 0

　 500, 000, 000円×5. 0％×（ 30日/365日） ≒2, 055, 000円

3. 雑支出 1 1 0

　平成6～令和7年度事業借入分　108, 484, 563円

 3. 一時借入金利息 2, 055 一時借入金利息　2, 055

1. 支払利息及び企業債取扱諸費 110, 540 96, 534 14, 006

 1. 企業債利息 108, 485 企業債償還利息　108, 485

 1. 固定資産除却費 9固定資産除却費　9

2. 営業外費用 110, 541 96, 535 14, 006

(単位 ：  千円)

款 項 目
本 年 度 前 年 度

比 較
節

説　　　　　明
予 定 額 予 定 額 区　　　分 金　　　額

公共下水道事業会計



資本的収入

汚水　485, 100, 000円

五条川右岸流域下水道　54, 900, 000円

 2. 公共下水道事業債 485, 100 公共下水道事業債　485, 100

 1. 流域下水道事業債 61, 200 流域下水道事業債　61, 200

五条川左岸流域下水道　6, 300, 000円

5. 企業債 546, 300 482, 500 63, 800

1. 下水道事業債 546, 300 482, 500 63, 800

1. 他会計補助金 356, 941 403, 927 △ 46, 986

 1. 他会計補助金 356, 941 他会計補助金　356, 941

 1. 県補助金 1市町村下水道事業費補助金　1

4. 他会計補助金 356, 941 403, 927 △ 46, 986

3. 県補助金 1 1 0

1. 県補助金 1 1 0

 1. 国庫補助金 231, 800 社会資本整備総合交付金　231, 800

　汚水　463, 600, 000円（ 交付基本額） ×1/2（ 交付率） ＝231, 800, 000円

2. 国庫補助金 231, 800 214, 400 17, 400

1. 国庫補助金 231, 800 214, 400 17, 400

　　755, 400円（ 調定見込額） ×90％（ 収納率） ≒679, 800円

　徴収猶予解除賦課額　2, 000, 000円

　前納額　18, 276, 100円

　期別納付額　679, 800円

2. 負担金 20, 955 27, 916 △ 6, 961

 1. 公共下水道事業受益者負担金 20, 955 公共下水道事業受益者負担金　20, 955

1. 資本的収入 1, 155, 997 1, 128, 744 27, 253

1. 分担金及び負担金 20, 955 27, 916 △ 6, 961

(単位 ：  千円)

款 項 目
本 年 度 前 年 度

比 較
節

説　　　　　明
予 定 額 予 定 額 区　　　分 金　　　額

公共下水道事業会計



資本的支出

通勤手当　510

特殊勤務手当　5

 2. 手当 6, 213 扶養手当　312

地域手当　762

 1. 給料 9, 206 一般職給料　9, 206

　3人分　9, 206, 000円

五条川右岸流域下水道建設負担金　54, 996

4. 総係費 27, 325 48, 627 △ 21, 302

3. 流域下水道事業費 61, 385 32, 264 29, 121

 1. 流域下水道負担金 61, 385 五条川左岸流域下水道建設負担金　 6, 389

　　 ｶ゙ ｽ管移設 　39, 674, 000円

　　通信設備移設 　555, 000円

　公共下水道工事

　　水道管移設　57, 078, 000円

　八剱ﾏﾝﾎー ﾙﾎ゚ ﾝﾌ゚ 等取替　6, 105, 000円

31. 補償金 97, 307 支障物件移転補償費　97, 307

　124, 542円×50ｍ＝6, 227, 100円

ﾏﾝﾎー ﾙﾎ゚ ﾝﾌ゚ 等取替　6, 105

　130, 000円×213個＝27, 690, 000円

管更生　6, 228

　取付管設置工事　686, 000円×80箇所＝54, 880, 000円

公共汚水ます等設置工事　27, 690

　　枝線工事（ 開削） 　2, 895ｍ　462, 042, 000円

　舗装工事　8, 800円×2, 367㎡≒20, 830, 000円

26. 工事請負費 577, 775 公共下水道工事　537, 752

　右岸管渠布設工事

1.汚水管渠整備費 781, 836 744, 774 37, 062

19. 委託料 106, 754 公共下水道実施設計委託料　106, 754

1. 資本的支出 1, 308, 830 1, 283, 194 25, 636

1. 建設改良費 870, 546 830, 487 40, 059

(単位 ：  千円)

款 項 目
本 年 度 前 年 度

比 較
節

説　　　　　明
予 定 額 予 定 額 区　　　分 金　　　額

公共下水道事業会計



資本的支出

 1. 企業債償還金 438, 284 企業債償還元金　438, 284

　企業債償還元金　438, 283, 589円

2. 企業債償還金 438, 284 452, 707 △ 14, 423

1. 企業債償還金 438, 284 452, 707 △ 14, 423

上水道事業会計負担金　569

　積算ｼｽﾃﾑﾃ゙ ﾀー更新業務分　1, 137, 851円×1/2＝568, 926円

　収納事務負担金　受益者負担金分　482円

　歳入ｼｽﾃﾑ使用料負担金　受益者負担金口座振替分　2, 783円

21. 手数料 7口座振替手数料　7

36. 負担金 573 一般会計負担金　4

　郵送料　155, 800円

19. 委託料 660 受益者負担金ｼｽﾃﾑ保守委託料　660

　受益者負担金督促状　68. 2円×500枚＝34, 100円

17. 通信運搬費 156 通信運搬費　156

11. 報償費 4, 064 受益者負担金納期前納付報奨金　4, 064

16. 印刷製本費 35印刷製本費　35

互助会　22

 8. 旅費 28 普通旅費　28

事務費　32

退職手当負担金　1, 655

経過的長期負担金　14

保健経理　29

厚生年金保険負担金　2, 075

退職等年金負担金　112

介護負担金　59

子ども・ 子育て支援金　30

 3. 賞与引当金繰入額 1, 593 賞与引当金繰入額　1, 593

 6. 法定福利費 4, 790 短期負担金　762

時間外勤務手当　1, 200

期末勤勉手当　3, 424

(単位 ：  千円)

款 項 目
本 年 度 前 年 度

比 較
節

説　　　　　明
予 定 額 予 定 額 区　　　分 金　　　額

公共下水道事業会計



企業債の前々 年度末における現在高並びに前年度末及び

当該年度末における現在高の見込みに関する調書      

(単位 千円)

前々 年度末 前 年 度 末 当該年度末

区          分 現  在  高 現在高見込額 当該年度中 当該年度中 現在高見込額

起債見込額 元金償還見込額

 １ 普      通      債 7, 300, 749 7, 620, 843 546, 300 438, 284 7, 728, 859

 (1)  流  域  下  水  道 510, 492 499, 917 61, 200 42, 404 518, 713

 (2)  公  共  下  水  道 6, 741, 388 7, 099, 534 485, 100 381, 023 7, 203, 611

 (3)  特定環境保全公共下水道 48, 869 21, 392 0 14, 857 6, 535

合          計 7, 300, 749 7, 620, 843 546, 300 438, 284 7, 728, 859

当該年度中増減見込み

公共下水道事業会計


